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（フロンティ ア腹業経済研究 第17巻 第1号 2013.4) しながら農家戸数の減少と規模拡大の可能性を示

している。

書 評

矢口 芳生 編集代表

「共生農業システム叢書」 第7巻

仁平 恒夫 編著

『北海道 と沖縄の共生腹業システム』

第1篇 「北海道殷業の動向と展開方向」 は、 以

下の3 章構成となっている。

第 1 章 「水田地帯における高齢化と担い手の展

開方向」 （仁平恒夫） では、 道央水田地帯のなか

で も良食味地帯の上川中部と泥炭地ゆえに良食味

生産に課題が多い南空知地域 を対象として大規模

経営の実態と法人化推進の動向を明らかにしてい

る。 そのなかで高齢化 ・ 後継者不在農家の増加に

東京農業大学地域産業経営学科 菅原 優 ょる担い手の脆弱化を背景に、 急速な製家減少の

（農林統計協会、 2011年、 170頁）

1 .  本書の目的
本書は、 農業 ・ 農村における競争と共生の相克

を描き出し 、 その構図のなかにおける環境問題、

地域主義など新たな課題を明らか にしながら、 近

未来＝ポス ト工業化社会の共生股業システムの展

望を 目的とする 「共生農業システム叢書」 の 第 7

巻として刊行された。

そ して 日 本の地帯別牒業構造のなかで、 北海道

と沖縄という都府県燐業とは異なる農業展開を遂

げた両地域 を分析対象として、 「地帯構成の視点」

で農業の生産力、 土地利用、 担い手問題の現状分

析 を 行い、 「共生の視点」 から課題解明、 或いは

将来展望 を 描 き 出 そ う とした 問題提起の書であ

る。

2 本書の構成
本継の構成は、 序章、 第1篇、 第 2 荒 に 分かれ

てお り 、 序章を除けば 4 章構成となってお り 、 そ

れぞれ 4 名の著者によって分担執策されている。

まず、 序章 「北海道と沖縄の農業」 （仁平恒夫）

では、 両地域の歴史的基盤や農業展開の相違性と

共通点に触れたうえで、 「2005 年農業センサス」

を用いて両地城の担い手の性格を比較して相違点

を明らかにし、 北海道農業の作目 ・ 地帯別の特徴

や 2020 年における担い手農家の面積推計を算出

可能性と農地の受け手となる担い手農家の存在状

況に地域間差があり 、 股地の円滑な流動化対策の

役割が重要であること を指摘している。 さらに両

地域において存在感を示しつつある大規模経営や

法人経営の実態分析から、 省力化技術としての水

稲直播栽培の普及、 転作田における麦 • 大豆の本

作化に向けた取り組みと水田輪作体系の形成、 集

落戸数の減少に対 して集落統合 ・ 再編や作物部会

組織および作業受託組織、 地域 リ ー ダーの役割の

重要性、 野菜作を含めた収益確保の必要性などを

指摘 している。 また、 複数戸法人の展開や直接販

売 ・ 加工、 直売所等の高付加価値化に向けた取り

組みを水田地帯における新たな動向として注視し

つつ、 今後の展望について法人育成、 土地利用に

おける思い切ったゾーニング、 圃場の団地化、 麦 ・

大豆の収益確保とコ ス ト 削減、 大規模化を支える

新技術の導入をあげている。

第 2 章 「道東十勝畑作地域 における経営展開と

『共生』 関係」 （細山隆夫） では、 十勝チュ ー ネ ン

圏と称さ れる農業の地帯構成から牒地需給構造な

どの腹業構造の変化を捉え、 地域差を伴いつつ展

開している中央部の法人経営、 中規模経営と山麓

部の協業法人経営の経営的性格を明らかにしてい

る。 そのなかで農地需給の特徴として、 中央部で

は中規模経営が分厚く存在し突出した大規模化の

達成が困難であること、 一方の山麓部では階層分
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化の進行と大規模化が展開 し今後の離農による農

地供給が見込まれて い っ そ う の規模拡大が予想さ

れ る と い っ た地域差を指摘している。 さらに中央

部 ・ 芽 室 町 の 120-145a の 大 型 法 人 経 営、

20-30ha の中規模集約経営および山麓部 ・ 新得

町の 157ha の協業法人経営の実態分析では、 作

業委託関係、 輪作を含めた土地利用、 農地集積の

過程を分析している。 と く に離腹跡地の再配分に

お け る集落による農地調整を地域社会に お け る

「共生」 関係を指 摘 し て い る。 そ し て 股業構造改

革の先進地 · 十勝畑作地域における 中規模経営の

展開として、 家族経営への労働支援＝地域支援シ

ステムの拡充の必要性、 大型法人経営の動向を注

視する必要性を述ぺてい る。

第 3 Zi 「北海道における農場制酪農の胎動」 （荒

木和秋）では、 北海道酪農が急速な規模拡大に よ

り 自給飼料依存度が低い加工型畜産に傾斜してき

た問題点を指摘し、 土地利用型酪農と しての農場

制酪農の可能性を事例分析から明らか に し て い

る。 具体的には、 北海道酪燐の展開過程のなかで、

1時間当 た り 乳位や搾乳牛 1 頭 当 た り 個体乳兄の

増大と い っ た 物的生産性の向上が実現されたが、

飼養頭数の拡大に伴う フ リ ース ト ール ・ ミ ル キ ン

グバーラー等の固定資本投資、 自給飼料生産費用

や飼料硲騰の影唇を受けた購入飼料費の存在によ

り大規校層でも農業所得が伸び悩んでお り 、 利益

をあげるためには固定費に見合っ た生産規模が要

求されている と い う 経営問題を指 摘 し て い る。 ま

た、 北海道酪腹の飼料構造の分析から個体乳泣の

増加が配合飼料給与位 の 増 加 に よ っ て もた ら さ

れ、 自給飼料の牧草調製にお いては機械体系の技

術革新や コ ン ト ラクター組織の形成を背景に、 乾

草からロ ールペールサイレージの比率の増加へと

変化して い る こ と を明らかに している． こ う し た

なかで、 自給飼料生産組織の展開として TMR(混

合飼料）セ ンター と い う 協 業組織の形成が農場制

と して運営されるこ と に よ り 、 かつての労働競合

や農地問題を回避し 、 作業効率の向上や飼料生産

の低コ ス ト 化、 均質かつ高栄浚の TMR 給与によ

る個体乳塁の増加等をもたらしている こ とを指摘

している。 ま た、 足寄町における集約放牧の耶例

分析から、 購入飼料費の削減が農業経営費の減少

につながり 、 省力化や所得の確保につながる飼養

管理方式 と し て、 と く に新規参入者の就農定舒の

方策として有効である こ と を指 摘 し て い る。

第 2 1,1 「沖縄農業の構造変 化 と 展開方向」 は、

そのま ま 第 4 ft 「亜熱帯島嶼農業の展開 と共生の

課題」 （仲地宗俊）として、 沖縄における持続可

能な共生裂業の形成に向けた再編方向 と条件を 、

地域農業の再編 ー地域づく り ー と して明らかにし

て い る。 まず、 沖縄が亜熱帯海洋性気候に 属 し、

地勢や地質 • 土壌の特性による 自 然基盤と独自の

歴史的経過や農地制度のも とで展開してきた沖縄

農業を画期区分にしたがって、 栽培品目 や生産技

術の変化を示し、 農林業センサスから地域別の担

い手や土地利用の特徴を明らかに し て い る。 現段

階の沖縄農業の課題と して、 生産の持続性及び自

然環境との調和の視点から、 サ ト ウキビ生産の維

持と増大、 家畜ふん尿の処理と農地への堆肥の還

元 農地からの赤土流出の防止を指摘し、 個別的

対応にと どまらず、 経営の単一化、 耕種部門と畜

産部門の分離、 管理の粗放化 と い っ た構造的問題

の う えにある と し て、 地域農業の再編ー地域づく

り ー と述動 し た 取 り 組み課題を提起している。

3. コ メ ン ト

ま ず、 本書に お ける分析視角は、 「地帯構成の

視点」 による歴史 ・ 現状分析と 「共生の視点」 に

よる課題提起 ・ 将来展望に大別さ れて い る と言っ

てよい。 そ し て 日 本燐業のなかでも都府県腹業と

は異なる歴史的展開、 市場条件で成立してきた北

海道と沖縄の燐業を 4 名の筆者が農業センサス等

や豊富な経営実態調査のデータを用いて、 それぞ

れの分析視角 を活かしながら論理展開 を行ってお
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り 、 現局面における地域農業構造の特質と問題状

況 が リ アルに浮き彫 り となっている。 とくに両地

域 に おいて構造分析 • 実態分析を行っている多く

の研究者にとっては示唆に富む論点を多く含んで

お り 、 一読以上の値のある困である。

さ て、 具体的な コ メ ン ト については、 各章ごと

に行う こととしたい。

第 1 章 「水田地帯における高齢化と担い手の展

開方向」 では、 高齢化と後継者不在問題が深刻な

北海道の中核水田地帯における急速な構造変化の

可能性と、 農地の受け手となる担い手農家 ・ 大規

模農業生産法人 （複数戸法人）の育成の重要性を

明らかにしつつ、 課題となっている水田作経営の

収益性の向上に寄与し う る土地利用方式として、

水稲直播栽培技術の普及と麦 • 大豆を組み合わせ

た水田輪作
“
空知型輪作

＂
の萌芽を見出している

点は、 大規模水田作経営の経営改善策として、 今
後の動向が注目され るポイ ントである。 なお、 省
力化技術としての水稲直販栽培技術は、 北海道で

も研究蓄積のある 分野でもある。 今回の普及の程

度が一定程度 分 か る よ う な数字の変化や事例分析

における栽培面積が明記されていると、 よ り 現在

の実態がク リ アになっ たのではないかと考えられ

る。

また、 従来から北海道では稲作の限界規模が議

論されてきたが、 野菜作などの集約作物の導入に

よ る 複合化が進んでいる水田 作地帯の経営論理と

農地の余剰化の懸念とのギ ャ ッ ブをど う 地域的に

解決していくのか、 技術体系と限界規模の関係性

についても今後は論究が必要ではないかと考えら

れる。

第 2 章 「道東十勝畑作地域における経営展開と

『共生』 関係」 では、 十勝農業を大規模機械化農

業による我が国農業の構造改革先進地として位置

付けているが、 その地域漿業を担っている農家経

営群、 農地儒給関係は十勝中央部と山麓部では異

な り を見せて展開している実態が明らかとなって

い る。 また、 畑作の新技術 ： ソイルコンディ シ ョ

ニ ング体系の導入形態や コ ン ト ラ クタ組織の活用

状況など、 家族経営や大規模経営の更なる大規模

化に伴う 経営 リ ス ク を緩和している地域支援シス

テムの存在を明らかにしている点は、 北海道にお

ける大規模経営の存立条件として普遍的な示唆を

与える内容であると考えられる 。

ところで、 十勝中央部で農地需給関係が逼迫し

ているもとでは、 規模拡大に よ る農地集積が停滞

しているとい う 指 摘について、 新たな経営改善に

向けた 収益性確保の対応として、 生産手段として

の大型機械の共同所有 ・ 共同 利用や新たな大規模

法人経営の形成の萌芽は見られ るのであろ う か。

例えば、 網走の畑作営農集団は、 地域的には外延

的な規模拡大が頭打ちとなり 、 次なる対応として、

広域的な利用集団の形成を模索している。

第 3 章 「北海道における燐場制酪農の胎動J で

は、 北海道酪牒の展開と近年の経営構造 ・ 収益構

造を丹念にトレースし、 土地利用型酪農としての

今後の股場制酪農のあ り 方を論理的に追究し、 自

給飼料生産組織における 協業組織の延長線上に成

立した農場 TMRC の意義や集約放牧による経営

改善効果を明らかにしている点は、 今後の北海道

酪農の方向性を大きく示唆する ものとなってい

る。

そこで北海道酪漿の課題として、 新たな生産シ

ステムを取り 入れた酪典経営の絶え問ない経営改

善が必要であり 、 その一 つとして零細錯圃性腹業

の克服を指摘して お り 、 農場制製業に近い営典シ

ステムの形成を追究してオコ ッ ベ フ ィ ー ドサー ビ

スの事例をあげている が、 構成員農家の土地所有

と土地利用、 機械利用の実態と課題対応の関係性

を具体的に示すと、 股場制酪農への課題がよ り 明

確になったのではないかと考えられる。

第 4 章 「亜熱帯島嶼腹業の展開と共生の課題J

では、 沖縄農業の歴史過程や生産構造のほか、 地

域ごとに多様な経営構造の特徴と課題が明確に整
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理 さ れて お り 、 サ ト ウキピ生産の持続性 と い う 観

点で、 堆肥の情報 ・ 散布支援システムのモデルを

提起 している点、 労働力不足問題を解決する手段

と して波照間島の賃金制ユイマールの事例は、 新

たな示唆に宮む内容となっている。

しかしながら 、 零細な生産者が多い沖縄本品の

サ ト ウキビ生産をめぐる諸問題を背景として、 そ

こでの作業受委託システムや腹地の利用調整を行

う 中問組織体が成立し う る 条件 と しての零細分散

錯圃の課迎解決に向けた対応がどの程度、 見通せ

るのかが不明瞭である。 その意味では、 個別経営

整理と将来展望があってもよかったのではないか
と思われる。 かつて 「講座 日本の社会と腹業」

と い う 全国地域別の著作シリ ーズには最終巻 （ 第

8 巻）が総括編 『変革 の 日 本農業論』 と して刊行 

されていたが、 北海道や沖縄戊業の技術構造と経

営構造を 日本農業のなかできち んと位骰づけをす

ることも重要ではないかと感じた次 第である。

レベルの実態分析があ る と 、 結節点が見いだせる

のではないかと考えられる。

4. おわりに
最後に両地域に共通する論点を指摘しておきた

い。 北海道と沖縄の農業は、 その歴史的基盤や気

候 ・ 風土が異なっているものの、 共通点 と して政

府管掌作物の作付比平が高いなど、 経済のグロ ー

パル化や国の腹業政策の影響に左右されやすい生

産構造になっている。 そのため、 経営構造と し て

も脆弱な経営体質にあり 、 自立的な農業経営基盤

の確立に向けた生産 力 を構築するための土地利用

や経営方式の確立が両地域にとっ ての重要な課題

であると考えられ、 本むでは新たな土地利用や大

規模農業生産法人の事例 分析に反映されていたと

思われる。

また、 両地域においては近年の農家戸数の減少

が著しいが、 単なる規模拡大路線の追求ではなく 、

持続可能な地域農業 を ど う いった主体で形成 して

い く のか。 或いは個別完結のみならず地域支援シ

ステム との地域的な 「共生関係」 を ど う構築して

い く べきかが問われてい る 時代状況ではないかと

考えられ、 筆者から はそれぞれの視点から論究が

なされていた。

本芍には終章 と いっ た まとめの蹂はないが、 各

章で提起された 「共生の視点」 をペース に した再
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